別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：住宅費　目：住宅建設資金貸付事業費
	事業名:　個人住宅建設資金助成費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　都市建築部　公共建築住宅課　企画係　電話番号：058-272-1111（内3658）

　　　　　　　E-mail：c11659@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：23,858千円（前年度予算額：23,650千円）
	要求内容


	１　要求の内容


住宅の新築・購入、リフォーム工事を行うための借入に対し利子補給する。
　＜新築・購入＞ 

　　○利子補給率　１．０％相当
　　○利子補給期間及び補給額　：　当初５年間で、最大 計 ２３１，０００円
　　○対象住宅　：住宅性能評価を受けた住宅、または「フラット35」、「フラット50」
を利用して取得した住宅で、以下のいずれかの条件を満たす世帯・住宅
　　　①１８歳未満の子２人以上と同居する世帯
　　　②高齢者・障がい者等と同居する世帯が建設するバリアフリー住宅
　　　③県産材を一定量以上使用した住宅
　　　④環境に配慮した省エネルギー性能が高い住宅
　＜リフォーム工事＞　※平成２４年度ローン契約分に限る
　　○利子補給率　１．０％相当
　　○利子補給期間及び補給額　：　当初５年間で、最大 計 １３８，６００円
　　○対象工事　：一定基準のバリアフリー工事や耐震性向上工事、省エネ改修工事
	２　所要経費


（1） 利子補給金　　　　23,571千円
（2） 事務費　　　　　     287千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	23,650
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	23,650

	要求額
	23,858
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	23,858

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成23年度に改定した岐阜県住生活基本計画を推進し、成果指標の達成に向けて、民間住宅の政策的な誘導に寄与する助成制度を引き続き進めていくことが重要である。この制度により、耐震、バリアフリー、環境面において優れ、県民が安心して住める住宅の供給を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	一定の省エネルギー対策を講じた住宅ストックの比率
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	22％

（H20）
	40％
（H32）
	％


	県内新設戸建軸組住宅に占める県産材住宅の割合
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	16.1％
（H22）
	21％
（H28）
	％

	新築住宅における住宅性能表示の実施率
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	16.8％
（H21）
	50％
（H32）
	％

	子育て世帯における誘導居住面積水準達成率
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	54.3％
（H20）
	65％
（H32）
	％


	高齢者の居住する住宅のバリアフリー化率
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	38.5％
（H20）
	75％
（H32）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　高齢者等に配慮した住宅や省エネ性能の高い住宅など良質な住宅を新築、購入、又はリフォームする際に住宅ローンを借りる方を対象に1.0％の利子に相当する額を当初5年間分県が補助する。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
平成23年度新規交付件数
・こそだてゆうゆう住宅　73件　　　・高齢者同居等住宅　7件
・県産木造住宅         　7件　  　・省エネ住宅　　　 18件
　・リフォーム　　　　　　 4件
　岐阜県住生活基本計画の推進し、成果指標の達成に向けて民間住宅の政策的な誘導に寄与した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　耐震、バリアフリー、環境面において優れ県民が安心して住める住宅の供給を図り良質な住宅ストックを形成するため、事業の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　申込件数も増加傾向にあることから、岐阜県住生活基本計画の推進や、成果指標の達成に向け、成果をあげている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　窓口や申請書の取りまとめなど、対象者の方との直接のやり取りは県の指定する取扱機関で行っており、効率的に事業を行えている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
新築については、申込件数も増加傾向にあることから、引き続き実施していく必要がある。また、リフォームについては、リフォームの際にローン契約することが一般的ではないことから、成果指標の達成に向けて、リフォーム支援の方法を見直し、リフォーム支援を一層推進する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
新築については、申込件数も増加傾向にあり、成果をあげていることから、引き続き継続する。また、「住宅リフォームローン利子補給制度」については、リフォーム支援を一層推進するため、平成24年度ローン契約分を最後に「岐阜のすまいリフォーム支援事業」に一本化する。


